
 

県内高等教育機関のあり方・魅力向上に関する調査業務委託プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

 この要領は、「県内高等教育機関のあり方・魅力向上に関する調査業務」を委託する

事業者を選定するために行う公募型プロポーザルに関し、必要な事項を定めるものです。 

  

２ 委託概する業務 

（１）業務名  

県内高等教育機関のあり方・魅力向上に関する調査業務 

（２）委託期間  

契約締結の日から令和７年２月 28日（金）まで（予定） 

（３）業務の仕様  

別紙１仕様書のとおり 

※契約締結時の仕様は、この要領に示す内容及び応募者から提案があった内 容 

に基づき、変更することがあります。 

（４）委託費の上限額 

   3,200千円（消費税及び地方消費税を含む） 

      ※この上限額は、委託契約時の予定額（予定価格）を示すものではありません。 

また、概算見積書の見積額が安価な提案を行った者を、第一義的に採用する

ものではありません。 

 

３ 参加資格 

 次の条件の全てを満たす者とします。  

（１）提案内容を確実に遂行できる体制を有し、優れた企画能力を有すること 

（２）プロポーザルへの参加に必要な諸手続きに遺漏がないこと  

（３）宗教団体や政治活動を主たる活動の目的としていないこと  

（４）次のいずれにも該当しないこと 

ア 役員等（個人の場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店 

若しくは常時契約を締結する事業者の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴

力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者  

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると

認められる者  

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認められる者   

エ 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等

直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与したと認め

られる者  



オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると 

認められる者  

カ 役員等が、相手方が暴力団員であることを知りながら、これを不当に利用して

いると認められる者  

キ 参加者（参加者が法人その他の団体である場合は、参加者及びその役員、株式

会社にあっては取締役、公益法人にあっては理事、その他の法人等にあってはこ

れらに相当する職にある者をいう。）が、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16

号）第 167 条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者で、その事実

があった後２年を経過しないもの及びその者を代理人、支配人その他の使用人と

して使用する者  

ク 破産者で復権を得ないもの又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づ

く更生手続中若しくは民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続

中の者  

ケ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第

２条第２号から第４号まで又は第６号の規定に該当する者  

コ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第４項に規定する接待飲食業、同条第５

項に規定する性風俗関連特殊営業又はこれらに類する業を営む者  

サ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 

号）第５条第１項に規定する観察処分を受けている者  

シ 県税を滞納している者  

ス 民法（明治 29年法律第 89号）第 13条第１項第 10号に規定する制限行為能力

者  

セ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から起算して５年を経過しない者 

 

４ 参加手続き 

（１）質問の受付 

   プロポーザルに関して質問がある場合は、下記により提出してください。 

  ① 提出書類 プロポーザル質問書（様式２） 

  ② 提出期限 令和６年７月８日（月）17時【必着】 

  ③ 提出方法 電子メール 

     件名は「【質問】県内高等教育機関のあり方・魅力向上に関する調査業務」

としてください。質問を受け付けた場合は、受付完了メールを送信します。受

付完了メールが届かない場合は、下記「９ 問い合わせ先、書類等の提出先」

宛てに問合せしてください。 

   ④ 回答 

    質問に対する回答は、令和６年７月 10 日（水）17 時までに、すべての参加

者に電子メール及び県ホームページにより通知します。 

  ⑤ その他 以下の質問は受け付けないこととします。 



    ・電話又は口頭による質問 

    ・参加申込みの状況など、他の事業者に関する質問 

    ・その他、不適切又は無関係な質問 

（２）参加申込み 

   プロポーザルへの参加を希望する場合は、別紙 1 仕様書を踏まえ、次により関

係資料を提出してください。 

  ① 提出書類 プロポーザル参加申込書（様式１） 

  ② 提出期限 令和６年７月９日（火）17時【必着】 

  ③ 提出方法 電子メール 

    件名は「【参加申込】県内高等教育機関のあり方・魅力向上に関する調査業務」

としてください。参加申込を受け付けた場合は、受け付けた旨の通知メール（以

下「受付完了メール」）を送信します。受付完了メールが届かない場合は、下記

「９ 問い合わせ先、書類等の提出先」宛てに問合せしてください。 

  ④ その他 

    参加申込提出後にやむを得ず辞退する場合は、令和６年７月 12 日（金）17 時

までに辞退届（様式任意）を提出してください。（提出方法は参加申込と同様） 

（３）企画提案書の提出 

   参加申込書を提出した者（以下「参加者」という。）は、別紙１仕様書を踏ま   

え、次により企画提案書を提出してください。 

  ① 提出書類 企画提案書（内容は下表のとおり） 

  資料の名称 様  式 

企画提案書 任意様式 

・追加可能な企画など、独自要素があれば提案すること 

概算見積書 任意様式 

・「２（４）委託費の上限額」の範囲内で、本委託業務を履

行するための経費を積算し、見積書を提出すること 

・具体的な内訳が分かるように記載すること 

実施スケジュール 任意様式 

会社概要等 任意様式 

・会社概要、組織体制及び事業の実施体制がわかるもの、

過去５年間（令和元年度から令和５年度まで）において、

都道府県又は市町村から受託した業務実績を記入すること 

その他参考となる

資料 
任意様式 

  ② 提出期限 令和７年７月 17日（水）17時【必着】 

  ③ 提出方法 電子メール 

     件名は「【企画提案書】県内高等教育機関のあり方・魅力向上に関する調査

業務」としてください。企画提案書を受け付けた場合は、受付完了メールを送

信します。受付完了メールが届かない場合は、下記「９ 問い合わせ先、書類

等の提出先」宛てに問合せしてください。 



   ④ 形式等 

    ファイル形式は PDFとし、原則として１ファイルにまとめてください。ファイ

ルサイズが 20MB を超える場合は、事前に連絡のうえ、提出方法について別途指

示に従ってください。 

   ⑤ 留意事項 

    ・企画提案書は参加者につき１案のみとし、提案する規格に係る経費の総額は

委託費の上限額を超えないものとします。 

    ・企画提案書は、別紙１仕様書４（１）～（２）に関する具体的な取組みや手

法等の提案について記載することとし、全体でおおむね 10 枚程度にまとめる

こと。 

    ・提出された企画提案書は返却しません。（審査の結果に関わらず、電子デー

タは県において必要な期間保存するものとする。） 

    ・業務委託の契約候補者（以下「候補者」という。）に選定された企画提案書

の内容は、委託業務の目的の範囲内において、県は無償で使用する（素材とし

て一部を流用又は加工する場合も含む）ことができるものとします。 

    ・第三者（受託者以外の者）が権利を有する素材を用いる場合は、著作権処理

など利用に必要な処理を講じること。 

    ・企画提案書の差換え及び再提出は認めません。ただし、提出された企画提案

書の内容について、内容の確認及び追加資料の提出を求める場合があります。 

 

５ 審査 

 （１）審査方法 

    候補者を選定するため、プロポーザル審査会（以下「審査会」という。）を設

置する。審査会は、参加者の提出書類の審査を実施のうえ、最も優れた提案をし

た者を候補者として選定する。 

 （２）審査基準 

    別紙２企画提案書評価基準により審査を実施します。 

 （３）審査結果 

    審査終了後、書面で採否のみ通知し、次の事項について県のホームページで公

表します。なお、審査結果に対する異議申立てはできないものとします。 

        ① 選定した受託候補者の名称 

    ② 受託候補者の選定理由 

 （４）その他 

    応募者が１名のみの場合は、各審査員の評価点の合計が６割以上となったとき

に受託候補者として選定します。 

 

６ 契約締結 

 （１）受託候補者は、県と協議のうえ最終的な仕様を確定し、業務委託契約を締結す

るものとします。 

 （２）委託料及び契約の詳細については、業務委託仕様書に定めるもののほか、別途



協議して決定します。 

 （３）業務遂行に関する重要な事項については、その都度、県の指示に従い、遂行す

るものとします。 

 

７ その他 

 （１）企画提案書作成等のプロポーザル参加に要するすべての費用は、参加者負担と

します。 

 （２）受託事業者は、委託事業を実施するにあたり、業務上知り得た秘密を他に漏ら

し、又は自己の利益のために利用することはできません。委託業務終了後も同様

とします。 

 （３）必要に応じて、証拠書類等の提出を求める場合があります。 

 （４）次に掲げる提案は無効とします。 

  ・所定の日時、場所において提出すべき資料を提出しなかった場合 

  ・プロポーザルに関する条件、指示事項等に違反した場合 

 

８ 今後のスケジュール（案） 

 （１）実施案内・・・・・・・・ ７月 ２日(火)に県ホームページに実施要領を掲載 

（２）質問受付・・・・・・・・ ７月 ８日(月)17時【必着】 

（３）参加申込期限・・・・・・ ７月 ９日(火)17時【必着】 

 （４）質問に対する回答・・・・ ７月 10日(水)17時 

（５）辞退届提出期限・・・・・ ７月 12日(金)17時【必着】 

（６）提出書類の提出期限・・・ ７月 17日(水)17時【必着】 

 （７）書面審査・・・・・・・・ ７月 18日(木)～22日(月)（予定） 

 （８）審査結果の通知・公表・・ ７月下旬（予定） 

 

９ 問い合わせ先、書類等の提出先 

富山県経営管理部 学術振興課 高等教育振興係 

 〒930-8501 富山県富山市新総曲輪１番７号 

  TEL：076-444-9651 

  E-mail：agakujutsushinko@pref.toyama.lg.jp 


